
(会社法第801条第1項および会社法施行規則第200条に定める書面)

吸収合併に係る事後開示書面

2021年4月1日

株式会社ニップン



当社は、 2021年2月18日付で東福製粉株式会社(以下「東福製粉」といいます。)との

間で締結した合併契約書に基づき、2呪1年4月1日を効力発生日として、当社を吸収合併

存続会社、東福製粉を吸収合併消滅会社とする吸収合併(以下「本合併」といいます。)を

行いました。本合併に関し、会社法第8田条第1項及び会社法施行規則第200条に基づき、

下記のとおり開示いたします。

1

東京都千代田区麹町四丁目8番地

株式会社ニップン

代表取締役社長前鶴俊哉

吸収合併が効力を生じた日

2021年4月1日

2.吸収合併消滅会社における会社法第784条の2の規定による手続の経過、会社法第785

条及び第787条の規定並びに会社法第7即条の規定による手続の経過

(D 吸収合併をやめることの請求

当社は、吸収合併消滅会社である東福製粉の発行済株式の全部を所有していたため、会社

法第 784 条の2の規定に基づく株主からの本合併をやめることの請求について、該当事項

はありません。

(2)反対株主の株式買取請求

当社は、吸収合併消滅会社である東福製粉の発行済株式の全部を所有していたため、会社

法第 7鉐条第1項の規定に基づく株主からの株式買取請求について、該当事項はありませ

ノυ。

(3)新株予約権の買取請求

東福製粉は、新株予約権を発行していなかったため、会社法第7肌条の規定に基づく新株

予約権者からの新株予約権買取請求について、該当事項はありません。

(4)債権者の異議

東福製粉は、会社法第789条第2項の規定に基づき、2021年2月25日付の官穀に合併公

告を掲載するとともに、知れている債権者に対し各別の催告を行いましたが、異議申述期限

までに異議を述べた債権者はありませんでした。

2021年4月1日

記



3.吸収合併存続会社における会社法第796条の2の規定による手続の経過、会社法第797

条及び第799条の規定による手続の経過

(1)吸収合併をやめることの請求

本合併は、会社法第796条第2項本文に規定する簡易合併であるため、当社の株主は、会

社法第796条の2の規定による本吸収合併をやめることの請求はできません。

(2)反対株主の株式買取請求

本合併は、会社法第796条第2項本文に規定する簡易合併であるため、当社の株主は、会

社法第797条第1項の規定による株式の買取請求をすることはできません。

(3)債権者の異議

当社は、会社法第799条第2項及び第3項の請求に基づき、2呪1年2月25日付の官報に

合併公告を掲載するとともに、同日付で電子公告を行いましたが、異議申述期限までに異議

を述べた債権者はありませんでした。

4.吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に

関する事項

当社は、効力発生日をもって、東福製粉からその権利義務の一切を承継しました。

5.会社法第 7認条第1項により吸収合併消滅会社が備え置いた書面または電磁的記録に

記載または記録された事項

吸収合併消滅会社である東福製粉の事前開示書面は別紙のとおりです。

6.会社法第兜1条の変更の登記をした日

2021年4月1日

フ.前号に掲げるもののほか、吸収合併に関する重要な事項

該当事項はありません。

以上



(会社法第7貌条第1項および会社法施行規則第1認条に定める書面)

吸収合併に係る事前開示書面

別紙

2021年2月18日

東福製粉株式会社



当社は、 2021年2月18日付で株式会社ニップン(以下「ニップン」といいます。)との

間で締結した合併契約書に基づき、2呪1年4月1日を効力発生日として、当社を吸収合併

消滅会社、ニップンを吸収合併存続会社とする吸収合併(以下「本吸収合併」といいます。)

を行うこととしました。本吸収合併に関し、会社法第7羽条第1項及び会社法施行規則第

1認条に定める事項は下記のとおりです。

1

福岡市中央区那の津四丁目9番加号

東福製粉株式会社

代表取締役野上英一

吸収合併契約の内容(会社法第7貌条第1項)

別紙1のとおりです。

2.合併対価の相当性に関する事項(会社法施行規則第 1羽条第 1項第1号)

ニップンは当社の完全親会社であるため、本吸収合併に際しては株式その他の金銭等

の交付はありません。

2021年2月18日

3 新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項(会社法施行規則第 1認条第 1項第 3

号)

該当事項はありません。

4.吸収合併存続会社の計算書類等に関する事項(会社法施行規則第1貌条第1項第4号)

(1)最終事業年度に係る計算書類等

最終事業年度のニップンの計算書類等は別紙2のとおりです。

(2)最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象

該当事項はありません。

記

吸収合併消滅会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象(会社法施行

規則第 1認条第1項第4号)

該当事項はありません。

6.吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項(会社法施行規則第1認条第1項

第 5 号)

本吸収合併効力発生後のニップンの資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込

まれます。また、本吸収合併後のニップンの収益状況及びキャッシュ・フローの状況につ

いて、債務の履行に支障を及ぼすような事態は現在のところ予測されておりません。

従って、本吸収合併後におけるニップンの債務について履行の見込みがあるものと判

断いたします。

以上
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株主資本等変動計算書
自 2019年4月1日

当期首残高

当期変動額

圧縮積立金の取崩

圧縮特別勘定積立金の積立

剰余金の配当

当期純手lj益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

資本金
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(注)記救金額は百万円末満を切り捨てて表示しております。
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1.重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社及び関連会社株式・一移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるものー・・ー・事業年度末日の市場価格等に基づく時価法信平価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

時価のないものー・ーー移動平均法による原価法

個別注記表

(2)デリバティブ取引

(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法

①商品及び製品

②原材料及び貯蔵品一ー・

時価法

(4)固定資産の減価償却の方法

総平均法明別)による原価法(貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しており

ます。

即時販売方式が適用される原材料については先入先出法

による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価'切下げの方法)、それ以外の原材料及び貯蔵品

は総平均法明別)による原価法(貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用してお

ります。

①有形固定資産

(リース資産を除く)

②無形固定資産

定率法

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物(附属設備

を除く)並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 3~50年

機械装置及び運搬具 4~12年

定額法

なお、自社利用のソフトウ=アについては、社内における

見込利用可能期問(5年)に基づいております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が2008年3月31日以前のりース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(リース資産を除く)

③リース資産



(5)引当金の計上基準

①貸倒引当金

②退職給付引当金

債権の貸倒発生による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及ぴ年金資産の見込額に基づき計上して

おりまt。数理計算上の差異については、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。

③役員退職慰労引当金一ー・役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

(6)ヘッジ会計の方法

①へッジ会計の力法・・ー・・・・繰延へッジ処理によっております。なお、金利スワップに

ついては、特例処理の要件を満たしている場合、特例処

理を採用しております。

②へッジ手段とへッジ対象

③へッジ方針

ヘッジ手段

回避する目的でのみへッジを利用しております。また、通

貨関連については、外貨建取引に係る為替変動りスクを

ヘッジするため、為替予約取引等を行うものとしておりま

す。

④へッジ有効性評価の方法一金利スワップの有効性の評価については、ヘッジ対象の

ノ＼ツジ対'塞ぞー・

金利スワップ取引、為替予約取引

借入金、外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引

金利関連においては、将来の金利の変動によるりスクを

(フ)消費税等の会計処理

キャッシュ・フロー変動の累計とへッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較し、評価しております。ただし、

特例処理によっている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。また、為替予約取引につい

ては、当該取引とへッジ対象となる資産・負債又は予定

取引に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及

びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動

を相殺するものであることが事前に想定されているため、

有効性の判定を省略しております。

税抜方式によっております。



2.表示方法の変更

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金繰

入」は、金額的重要性が増したため、当事業年度においては独立掲記することといたしました。

3.貸借対照表に関する注記

住)関係会社に対する金鋤責権債務

①短期金銭債権

②長期金銭債権

③短期金銭債務

(2)有形固定資産の減価償却累計額

(3)保証債務

関係会社等の借入金及びりース債務に

対する債務保証

従業員の住宅資金借入に対する債務保証

4.損益計算書の注記

関係会社との取引高

①関係会社に対する売上高

②関係会社に対する営業費用

③関係会社との営業取引以外の取引高

合計

11,877 百万円

9,473 百万円

11,696 百万円

100,991 百万円

5.株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類

普通株式(注1、2)

108 百万円

8百万円

(注1)

Ⅱ7百万円

普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取り322株であり

ます。

普通株式の自己株式の株式数の減少は、ストック・オプションの権利行

使による処分69,400株及び単元未満株式の買増し請求41株でありま

す。

(注2)

当期首株式数

47, H9 百万円

37,210 百万円

635 百万円

2,076,146

期当

増加株式数

322

期当

減少株式数

69,441

(単位:株)

当期末株式数

2,007,027



6. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払賞与

未払事業税否認額

退職給付引当金

有価証券評価損

貸倒引当金

その他

繰延税金資産小計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

圧縮積立金

退職給付信託設定益

その他

323 百万円

173 百万円

1,534 百万円

217 百万円

265 百万円

1,601百万円

繰延税金負債小計

(注)当事業年度の繰延税金資産・負債は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

固定負債一繰延税金負債 9,328 百万円

繰延税金負債の純額

4,115 百万円

10,407 百万円

2,619 百万円

408 百万円

9百万円

13,"4 百万円

9,328 百万円



フ.関連当事者との取引に関する注記

属性

子会社

会社等の名称

子会社

日本りツチ鵬

議決権等の

所有割合

(%)

棉一富士製麺所

子会社

所有

直接 100

ニップン冷食繍

関連当事

者との関係

上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)製品の販売については、市場価格を勘案してー・般的取引条件と同様に決定して

おります。

(注2)設備の賃貸については、個別に交渉して条件を決定しております。

(注3)資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。な

お、取引金額は、当期の平均残高を記載しております。

所有

間接 85.認

当社製品

の販売

取引の内容

所有

直接 100

設備の賃貸

製品の販売

(注 D

当社製品

の販売、

商品の仕入

取引金額

設備の賃貸
(注2)

8.1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

19,124

(単位:百万円)

科目

資金の貸付

(注 3)

245,892

売掛金

期末残高

未収金

1,844

3,956

長期貸付金 2,762

1,722円 99 銭

101円 02 銭

88円 14銭


